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 津市生活保護法施行取扱規則の一部を改正する規則をここに公布する。

  平成２６年８月２７日

                      津市長 前 葉 泰 幸

津市規則第３８号

   津市生活保護法施行取扱規則の一部を改正する規則

津市生活保護法施行取扱規則（平成１８年津市規則第８６号）の一部を次の

ように改正する。

第５条中「第２４条第１項（同条第５項」を「第２４条第３項（同条第９項」

に改める。

第７条の見出しを「（照会書）」に改め、同条中「第２９条の規定による調

査の嘱託は」を「第２９条第１項の規定により必要な書類の閲覧等を求めると

きは」に、「調査依頼書」を「生活保護法第２９条第１項の規定に基づく照会

書」に改める。

第８条に次の２項を加える。

２ 法第２４条第８項の書面は、生活保護法第２４条第８項の規定に基づく通

知書（第２８号様式）によるものとする。 

３ 法第２８条第２項の規定により扶養義務を履行することが可能と認められ

る扶養義務者に対し、扶養義務を履行しない理由について報告を求めるとき

は、生活保護法第２８条第２項の規定に基づく報告依頼書（第２９号様式）

によるものとする。 

第１１条を第１３条とし、第１０条を第１２条とし、第９条の次に次の２条 

を加える。 

（就労自立給付金申請書） 

第１０条 施行規則第１８条の４第１項の申請書は、就労自立給付金申請書

（第３０号様式）によるものとする。 

２ 法第５５条の４第１項の規定により就労自立給付金の支給を行うときは、

就労自立給付金決定調書（第３１号様式）を作成し、申請者に対し、就労自

立給付金決定通知書（第３２号様式）により通知するものとする。 

 （費用等の徴収） 

第１１条 法第７８条の２第１項又は第２項の規定による申出を行うときは、

生活保護法第７８条の２の規定による保護金品等を徴収金の納入に充てる旨



の申出書（第３３号様式）によるものとする。 

第２０号様式を次のように改める。



第２０号様式（第４条関係）

同  意  書

      年   月   日  

  （宛先）津市社会福祉事務所長

住 所                

ふりがな

氏 名                

（生年月日：    年  月  日）

前住所                

  生活保護法（以下「法」といいます。）による保護の決定若しくは実施又は法第７７条

若しくは第７８条の規定の施行のために必要があるときは、私及び私の世帯員（以下

「私等」といいます。）の以下に掲げる事項につき、貴福祉事務所が官公署、日本年金機

構若しくは共済組合等（以下「官公署等」といいます。）に対し、必要な書類の閲覧若し

くは資料の提供を求め、又は銀行、信託会社、私等の雇主その他の関係人（以下「銀行等」

といいます。）に報告を求めることに同意します。

  また、貴福祉事務所の調査又は報告要求に対し、官公署等又は銀行等が報告すること

について、私等が同意している旨を官公署等又は銀行等に伝えて構いません。

  ・ 氏名及び住所又は居所

  ・ 資産及び収入の状況（生業若しくは就労又は求職活動の状況、扶養義務者の扶養

の状況及び他の法律に定める扶助の状況を含む。）

  ・ 健康状態

  ・ 他の保護の実施機関における保護の決定及び実施の状況

  ・ 支出の状況

※ 保護廃止後は、氏名及び住所又は居所、健康状態並びに他の保護の実施機関におけ

る保護の決定及び実施の状況を除き、保護を受けていた期間における事項に限る。



第２６号様式及び第２７号様式を次のように改める。



第２６号様式（第７条関係）

（表）

生活保護法第２９条第１項の規定に基づく照会書

（記 号 番 号）  

年  月  日  

（名   称） 様

津市社会福祉事務所長 （氏   名） 印   

保護の決定若しくは実施又は生活保護法（以下「法」といいます。）第７７条若しく

は第７８条の規定の施行のために必要がありますので、法第２９条第１項の規定に基

づき、下記の事項について照会します。

なお、当福祉事務所において、入手した資料については、情報の秘密の保護に万全

を期していますので念のため申し添えます。

記



（裏）

（参考）

生活保護法

第２９条 保護の実施機関及び福祉事務所長は、保護の決定若しくは実施又は第７７

条若しくは第７８条の規定の施行のために必要があると認めるときは、次の各号に

掲げる者の当該各号に定める事項につき、官公署、日本年金機構若しくは国民年金

法（昭和３４年法律第１４１号）第３条第２項に規定する共済組合等（次項におい

て「共済組合等」という。）に対し、必要な書類の閲覧若しくは資料の提供を求め、

又は銀行、信託会社、次の各号に掲げる者の雇主その他の関係人に、報告を求める

ことができる。

 要保護者又は被保護者であつた者 氏名及び住所又は居所、資産及び収入の状

況、健康状態、他の保護の実施機関における保護の決定及び実施の状況その他政

令で定める事項（被保護者であつた者にあつては、氏名及び住所又は居所、健康

状態並びに他の保護の実施機関における保護の決定及び実施の状況を除き、保護

を受けていた期間における事項に限る。）

 前号に掲げる者の扶養義務者 氏名及び住所又は居所、資産及び収入の状況そ

の他政令で定める事項（被保護者であつた者の扶養義務者にあつては、氏名及び

住所又は居所を除き、当該被保護者であつた者が保護を受けていた期間における

事項に限る。）

２ 別表第１の上欄に掲げる官公署の長、日本年金機構又は共済組合等は、それぞれ

同表の下欄に掲げる情報につき、保護の実施機関又は福祉事務所長から前項の規定

による求めがあつたときは、速やかに、当該情報を記載し、若しくは記録した書類

を閲覧させ、又は資料の提供を行うものとする。

 生活保護法施行令

第２条の２ 法第２９条第１項第１号に規定する政令で定める事項は、支出の状況と

する。



第２７号様式（第８条関係）

扶養照会書

（記 号 番 号）  

年  月  日  

（氏   名） 様

津市社会福祉事務所長（氏 名）印   

  あなたの  に当たる（氏 名）は、生活保護法による保護を  

中ですが、生活保護法では民法に定められた扶養義務者による扶養は生活

保護に優先して行われるものとされております。

  つきましては、保護の決定実施上必要がありますので、扶養の可否につ

いて、別紙扶養届により    年  月  日までに回答してください。

連絡事項

＊不明な点や相談事項がありましたら下記までお問い合わせください。

津市社会福祉事務所 （名 称）課

  電   話

（参考）

生活保護法

第４条 保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他

 あらゆるものを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要

 件として行われる。

２ 民法（明治２９年法律第８９号）に定める扶養義務者の扶養及び他の

 法律に定める扶助は、すべてこの法律による保護に優先して行われるも

のとする。

３（略）

民法

第８７７条 直系血族及び兄弟姉妹は、互いに扶養をする義務がある。

２ 家庭裁判所は、特別の事情があるときは、前項に規定する場合のほか、

３親等内の親族間においても扶養の義務を負わせることができる。

３（略）

申請

受給



（別紙） 

（表） 

扶 養 届 

年  月  日   

 （宛先）津市社会福祉事務所長 

住 所           

     氏 名        印  

電 話           

  先に照会のあった、（氏 名）に対する扶養（扶助）について、次のとおり回答します。 

１ 精神的な支援について 

※ 精神的な支援…対象者に対する定期的な訪問、電話、手紙のやり取り、一時的な子ど 

もの預かりなど金銭的な援助以外の対象者への関わりのことをいいま 

す。 

精神的な支援の可否  可  ・  否 

支援の開始時期      年   月から（又は既に行っている） 

具体的な支援の内容 

及び頻度 ＊緊急連絡先（電話番号   －   －    ） 

２ 金銭的な援助について 

金銭的な支援の可否   可  ・  否 

援助の開始時期      年   月から（又は既に行っている） 

援助の方法・程度 ①金銭により毎月（年）         円送付します。 

 ②物品により毎月（年）    を    程度します。 

 ③（氏      名）を引き取ります。 

 ④その他 

援助できない理由 



（裏） 

３ 世帯の状況 

（１）家族構成、収入等の状況 

 氏 名  続柄 生年月日 職業 勤 務 先 平 均 月 収 額

     円

上記のうち（氏   名）についての 

 ①税法上の扶養控除を受けている者の氏名 

 ②会社等から家族手当を受けている者の氏名及び月額      （     円） 

（２）資産の状況 

有

・

無

①家屋   ㎡（坪）  ②宅地    ㎡（坪） 

③田畑   ㎡（坪）  ④山林等   ㎡（坪） 

（３）負債の状況 

有

・

無

負債の内容 返済月（年）額 返済の終了予定 

 円 年  月 

その他（   ）   

（４）健康保険等 

の加入状況 

①国民健康保険 ②健康保険 ③共済（ ） ④その他 

上記①以外に加入している場合（氏  名）については被扶養者と

して 

①認定されている。②認定されていない。③認定手続を行う予定。 

 （記入上の注意） 

１ 該当するものを○で囲み、必要事項を記入してください。 

２ 平均月収額は手取り額で記入してください。 

３ 収入及び負債の状況については、その状況が明らかになる書類の写しを添付してくださ 

い（給与明細書、ローン返済予定表等）。 



第２７号様式の次に次の６様式を加える。



第２８号様式（第８条関係） 

生活保護法第２４条第８項の規定に基づく通知書 

 （記 号 番 号）   

年  月  日  

（氏   名） 様 

津市社会福祉事務所長 （氏   名） 印    

次の者に対して生活保護法による保護の開始を決定いたしますので生活保護法第２  

 ４条第８項の規定に基づき通知します。 

氏     名  

保護の開始の申請 

があった日 

（参考） 
生活保護法
第４条 保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるも
のを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる。
２ 民法（明治２９年法律第８９号）に定める扶養義務者の扶養及び他の法律に定め 
る扶助は、すべてこの法律による保護に優先して行われるものとする。 

３ （略） 
第２４条 （略） 
２～７ （略） 
８ 保護の実施機関は、知れたる扶養義務者が民法の規定による扶養義務を履行して 
 いないと認められる場合において、保護の開始の決定をしようとするときは、厚生 
 労働省令で定めるところにより、あらかじめ、当該扶養義務者に対して書面をもっ 
 て厚生労働省令で定める事項を通知しなければならない。ただし、あらかじめ通知 

  することが適当でない場合として厚生労働省令で定める場合は、この限りではない。

９・１０ （略） 
民法 
第８７７条 直系血族及び兄弟姉妹は、互いに扶養をする義務がある。 
２ 家庭裁判所は、特別の事情があるときは、前項に規定する場合のほか、３親等内
 の親族間においても扶養の義務を負わせることができる。
３ （略）
※ 「知れたる扶養義務者が民法の規定による扶養義務を履行していないと認められ 
る場合」とは、当所において、①定期的に会っているなど交際状況が良好であるこ 
と、②扶養義務者の勤務先等から当該要保護者に係る扶養手当や税法上の扶養控除 
を受けていること、③高額な収入を得ているなど資力があることが明らかであるこ 
と等を総合的に勘案して判断しています。 



第２９号様式（第８条関係） 

生活保護法第２８条第２項の規定に基づく報告依頼書 

                              （記 号 番 号） 

                               年  月  日

（氏   名）  様 

                津市社会福祉事務所長（氏   名）印

 あなたの   に当たる（氏   名）（住   所）は、生活保護法による保護 

を   中ですが、生活保護法では民法に定められた扶養義務者による扶養は生活保 

護に優先して行われるものとされており、民法に定める扶養義務を履行することが可 

能と認められる扶養義務者が、扶養義務を履行していないときは、履行しない理由な 

ど保護の決定や実施などのために必要な範囲で、扶養義務者に対して報告を求めるこ 

とができることとなっています。 

  つきましては、保護の決定実施上必要がありますので、    年  月  日ま 

でに扶養義務を履行しない理由について報告いただきますようお願いします。 

※ 「民法に定める扶養義務を履行することが可能と認められる扶養義務者」とは、 
当所において、①定期的に会っているなど交際状況が良好であること、②扶養義務 
者の勤務先等から当該要保護者に係る扶養手当や税法上の扶養控除を受けているこ 
と、③高額な収入を得ているなど資力があることが明らかであること等を総合的に 
勘案して判断しています。 

（特記事項） 

（担当者 氏   名 ） 

（参考） 
生活保護法 
第４条 保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力、その他あらゆる
ものを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる。
２ 民法（明治２９年法律第８９号）に定める扶養義務者の扶養及び他の法律に定め 
る扶助は、すべてこの法律による保護に優先して行われるものとする。 

３ （略） 
第２８条 （略） 
２ 保護の実施機関は、保護の決定若しくは実施又は第７７条若しくは第７８条の規 
定の施行のため必要があると認めるときは、保護の開始又は変更の申請書及びその 
添付書類の内容を調査するために、厚生労働省令で定めるところにより、要保護者 
の扶養義務者若しくはその他の同居の親族又は保護の開始若しくは変更の申請の当 
時要保護者若しくはこれらの者であった者に対して、報告を求めることができる。 

３～５ （略） 
民法 
第８７７条 直系血族及び兄弟姉妹は、互いに扶養をする義務がある。 
２ 家庭裁判所は、特別の事情があるときは、前項に規定する場合のほか、３親等内
 の親族間においても扶養の義務を負わせることができる。
３ （略）

受給
申請



第３０号様式（第１０条関係）

就労自立給付金申請書

   年   月   日  

（宛先）津市社会福祉事務所長

住 所                

申請者 氏 名               

                   電 話

下記のとおり、就労自立給付金の支給について必要書類を添えて申請します。

記

１ 保護を必要としなくなった事由

２ 添付書類

３ 世帯構成員

氏名 性別 生年月日

男 ・ 女
   年  月  日

（   歳）

男 ・ 女
   年  月  日

（   歳）

男 ・ 女
   年  月  日

（   歳）

男 ・ 女
   年  月  日

（   歳）

男 ・ 女
   年  月  日

（   歳）



第３１号様式（第１０条関係）

就労自立給付金決定調書

決

裁

日

年 月 日
決

裁

施

行

日

 年 月 日

起案日  年 月 日

担当員

就労自立給付金決定伺い

調書のとおり決定したいと思います。なお、決裁後は、別紙のとおり通知したいと思います。

就 労 自 立 給 付 金 決 定 欄

ケース番号 対象者氏名 世帯構成

算定対象期間 収入充当額 算定率 積立額

積立合計額

上限額

支給額

決  定  理  由

支 給 日 及 び 支 給 方 法



第３２号様式（第１０条関係）

就労自立給付金決定通知書

（記 号 番 号）  

年  月  日  

（氏   名） 様

津市社会福祉事務所長 （氏   名） 印   

      年  月  日付けで申請された生活保護法による就労自立給付金を、下記

のとおり決定したことから通知します。

記

１ 支給額                円

２ 保護の廃止時期      年  月  日

３ 支給を決定した理由

４ 就労自立給付金の支給日及び支給方法

（備考）

１ この決定通知が申請書受理後１４日を経過した理由

２ 就労自立給付金は、この通知を受けた日の属する年分の一時所得となりますが、

 一時所得には５０万円の特別控除がありますので、他に生命保険の一時金など一時所 

 得に該当する所得があり、５０万円の特別控除をしてもなお残額がある場合に限り一 

 時所得の金額が生じ、所得税及び個人住民税が課税されることになります。

教示 この通知書に不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算して

６０日以内に、三重県知事に対して審査請求をすることができます。

    また、この審査請求に対する裁決書を受け取った日の翌日から起算して６箇月以

内に、津市を被告として処分の取消しの訴えを提起することができます。

    なお、この訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起するこ

とができないこととされていますが、行政事件訴訟法第８条第２項各号のいずれか

に該当するときは、裁決を経ないで、訴えを提起することができます。



第３３号様式（第１１条関係）

生活保護法第７８条の２の規定による保護金品等を徴収金の納入に充て

る旨の申出書

年   月   日  

（宛先）津市社会福祉事務所長

住 所                

申出者 氏 名               

電 話

私は、不実の申告など不正な手段により保護又は就労自立給付金の支給を受けた

場合は、生活保護法第７８条の２の規定に基づき、交付される保護金品等（保護費

（金銭給付されるものに限る。）及び就労自立給付金をいう。以下同じ。）の額から、

生活保護法第７８条の規定に基づく徴収金のうち、貴福祉事務所と協議し定める額

について、当該保護金品等の交付期日をもって支払に充てる旨を下記の内容につい

て確認した上で、申し出ます。

なお、申出の撤回又は申出内容の変更を行わない限りにおいて、本申出に基づき、

徴収金を全て納付するまで保護金品等から支払に充てるものとします。

記

１ 生活保護制度は、全額公費によってその財源が賄われていることから、不正受

給はあってはならない。不正受給があった場合、生活保護法第７８条の規定に基

づく徴収金は、必ず全額支払わなくてはならないものであること。

２ 不正をしようとする意思がなくても、申告漏れが度重なる場合は「不実の申告」

 と福祉事務所に判断される場合があること。

３ 徴収金の支払に際して、一括して納付することが困難な場合には、家計の節約

に努め、本申出の方法により保護金品等から支払に充てること。

      年  月  日

私は、本申出に基づき、    年  月分からの保護金品等により毎月   

円を    年  月  日付費用徴収決定通知による生活保護法第７８条の規定

に基づく徴収金の支払に充てるものとします。

（ただし、初回は    円）



附 則

この規則は、公布の日から施行する。



津市告示第１９７号 

 平成２６年第３回津市議会定例会を次のとおり招集する。 

  平成２６年８月１９日 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

１ 招集の日 

  平成２６年８月２６日 

２ 招集の場所 

  津市議会議事堂 



津市告示第１９８号

下記に係る国民健康保険被保険者証は無効であることを告示する。     

  平成２６年８月１９日

津市長 前 葉 泰 幸  

記

国民健康保険被保険者証

記号番号 交付年月日 無効となった日

９１４１７５７ 平成２５年１０月１日 平成２６年７月２９日



津市告示第１９９号 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、次の

ように道路の区域を変更した。 

 その関係図面は、津市建設部建設政策課において、告示の日から２週間一般

の縦覧に供する。 

  平成２６年８月１９日 

 津市長 前 葉 泰 幸   

１ 路線名 ６２４０ 垂水高茶屋駅線 

道路の区域 

区域 新旧の別 幅員（ｍ） 延長（ｍ） 

津市藤方字下垣内 397 番 4 地先から 

津市高茶屋二丁目 933 番 2 地先まで 
旧 4.5～5.3 110.0 

津市藤方字下垣内 397 番 4 地先から 

津市高茶屋二丁目 933 番 2 地先まで 
新 4.5～15.2 110.0 



津市告示第２００号 

津市自転車等の放置の防止に関する条例第１２条第２項の規定に基づき撤去

し、保管している自転車等について、同条例第１６条第２項の規定により次の

とおり告示する。 

 平成２６年８月２２日 

            津市長 前 葉 泰 幸   

１ 放置されていた場所、台数及び撤去した年月日 

放置されていた場所 台数 撤去した年月日 

津駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２６年 ８月 １日 

久居駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２６年 ８月 １日 

津駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２６年 ８月 ５日 

久居駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２６年 ８月 ６日 

津駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２６年 ８月 ７日 

津新町駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２６年 ８月 ７日 

津駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２６年 ８月 ８日 

津新町駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２６年 ８月１１日 

津新町駅周辺自転車等放置禁止区域 ２ 平成２６年 ８月１２日 

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 ６ 平成２６年 ８月１３日 

久居駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２６年 ８月１３日 

津駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２６年 ８月１４日 

津新町駅周辺自転車等放置禁止区域 ６ 平成２６年 ８月１４日 

２ 保管期間  

    告示の日から９０日間 

３ 連絡先 

垂水自転車等保管庫  

０５９－２２２－６３０７ 



津市告示第２０１号 

 下記の者の督促状は、あてどころ不明のため、送達することができないので、

地方税法第２０条の２の規定により公示送達する。 

 なお、この公示送達に係る関係書類は、津市政策財務部収税課で保管し、送

達を受けるべき者から交付の申出があればいつでも交付する。 

  平成２６年８月２２日 

津市長 前 葉 泰 幸 

記 

送達を受けるべき者の住所 送達を受けるべき者 送達を受けるべき文書 

○○○○○○○○○○○○

○○○ ○○○○○○ 

○ ○ ○ ○ ○  ○ ○

○○○○ 

督促状（平成２５年度市

県民税第３、４期） 

注意：地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算

して７日を経過したときに、書類の送達があったものと見なす。 



津市告示第２０２号 

 下記の者の差押調書（謄本）、配当計算書（謄本）及び充当通知書は、あて

どころ不明のため、送達することができないので、地方税法第２０条の２の規

定により公示送達する。 

 なお、この公示送達に係る関係書類は、津市政策財務部収税課で保管し、送

達を受けるべき者から交付の申出があればいつでも交付する。 

  平成２６年８月２２日 

津市長 前 葉 泰 幸 

記 

送達を受けるべき者の住所 送達を受けるべき者 送達を受けるべき文書 

○○○○○○○○○○○○

○○○○ 

○○ ○○○○○○

○ ○○○○○ 

差押調書（謄本）、配当

計算書（謄本）、充当通

知書 

注意：地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算

して７日を経過したときに、書類の送達があったものと見なす。 



津市告示第２０３号 

下記の者の平成２６年度国民健康保険料納入通知書は、住所居所不明等のた

め送達することができないので、国民健康保険法（昭和１３年法律第６０号）

第７８条により準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２

の規定により公示送達する。 

なお、この公示送達に係る関係書類は、津市健康福祉部保険医療助成課で保

管し、送達を受けるべき者から交付の申出があればいつでも交付する。 

  平成２６年８月２５日 

津市長 前 葉 泰 幸   

記 

送達を受けるべき者の住所 送達を受けるべき者 

○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○

○○○○○○○○○○○○○○ ○ ○○

○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○ ○○ ○

○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○○○ ○○ ○

○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○



○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○○○ ○○ ○

○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○○○○ ○ ○○

○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○○○○○ ○ ○

○○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○ ○○ ○

○○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○ ○○ ○

○○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○ ○○○○○ ○○○○ ○○ ○○○

○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○○ ○ ○○

○○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○

○○○○○○○○○ ○○ ○

○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○ ○○ ○

○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○○

○○○○○○○○○○○○○ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○ ○○○○○ ○○○○○○ ○○○○○○

○○○○○○○○○○○ ○○ ○○



○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○

○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○○

○○○○○○○○○○○○○○○ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○ ○○ ○

○○○○○○○○○○○ ○○ ○○○

○○○○○○○○○○○○○ ○○ ○○





































































津市公告第１２４号 

家畜共済の事務取扱要領及び事務処理要領（昭和６１年３月３１日６１農経

Ｂ第８０４号農林水産省経済局長通知）に基づき設置する指定獣医師について、

本市が指定契約を委任した三重県農業共済組合連合会が次のとおり指定契約を

締結したので公告する。 

平成２６年８月２７日 

津市長 前 葉 泰 幸   

１ 指定契約期間 平成２６年９月１日から平成２７年８月３１日まで 

２ 指定獣医師  

指定獣医師氏名 

石井 一功 

奥田 昌広 

野村 登美夫 

森 一司 



津市水道局告示第１０号 

  津市水道事業給水条例（平成１８年津市条例第２２２号）第１１条第４項

の規定により、津市水道局指定給水装置工事事業者を次のとおり指定したの

で、津市水道局指定給水装置工事事業者規程（平成１８年水道事業管理規程

第１４号）第１０条第１号の規定により告示する。 

   平成２６年８月２０日 

津市水道事業管理者 佐 治 輝 明 

名  称 所 在 地 指定年月日 

株式会社プラスワン 三重県津市久居野村町 506

番地 4 

平成２６年８月１３日 
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津市監査委員告示第６号 

平成２６年７月１１日付けで提出された住民監査請求書について、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第４項の規定に基づく監査の結果を、

同年８月１８日付けで下記のとおり請求人に通知したので、同項の規定に基づ

き、公表する。 

平成２６年８月１８日

津市監査委員 高 松 和 也 

                                    津市監査委員  駒 田 修 一 

                                    津市監査委員 安 藤 友 昭 

                                    津市監査委員 伊 藤 康 雄 

記 

第１ 請求の受理 

１ 受理年月日 

住民監査請求書は、平成２６年７月１４日付けで受理した。 

２ 請求人の住所・氏名 

津市 村 田 正 人

３ 請求の概要 

住民監査請求書、事実を証する書面及び平成２６年７月２５日に聴取し

た陳述の内容から、本件監査請求の概要は、次のとおりであると理解した。

 主張の要旨 

    市は、町自治会交付金を２自治会へは小切手による自治会長への現金

交付にて、６２自治会については自治会長個人名義の口座振込にて支払

っている。

    現金交付及び自治会長個人名義の口座振込による支払方法により、自

治会会員がいくらの交付金が振り込まれているのかが分からないまま

処理される余地があり、また、一部の自治会役員の個人的費消に使用さ

れる危険があることから、当該支払方法は町自治会交付金の本来の趣旨

に反する不当なものである。

 求める措置の内容

町自治会交付金を自治会名義の口座のみに振り込むよう法令上の根



- 2 - 

拠規程を作成し、自治会名義の口座を申請しない自治会については、平

成２７年度以降の当該交付金の支出の差し止めを求める。

第２ 監査の実施 

１ 監査の対象事項

  本件監査請求の監査の対象事項について、本件監査請求は、適法な監査

請求であるか否か、適法な監査請求であると認めたときは、当該適法な監

査請求に係る財務会計行為が違法行為に当たるか否か、とした。

２ 監査の手続 

本件監査請求の監査の手続について、監査対象部局を市民部対話連携推

進室とし、関係書類の提出を求めるとともに、関係職員の陳述を聴取した。 

第３ 監査の結果 

１ 確認した事実の概要

本件監査請求について、請求人が提出した事実を証する書面、市民部対

話連携推進室が提出した関係書類、陳述の内容等により確認した事実の概

要は、次のとおりである。

町自治会交付金は、町自治会活動を推進し、住民福祉の向上を図ること

を目的として、津市補助金等交付規則（平成１８年津市規則第４４号。以

下「補助金交付規則」という。）に基づく津市自治会交付金交付要綱（平成

２１年津市訓第１２号）により予算の範囲内で定める額を自治会に交付す

るものである。

平成２５年度においては、１，００５自治会に対し総額１億５，５９４

万６，２６０円の当該交付金が各自治会に支払われ、うち、２自治会に対

しては自治会長への小切手による現金交付、６３自治会に対しては自治会

長個人名義の口座への振込み、残りの９４０自治会に対しては自治会名義

の口座への振込みによって支給されている。

自治会長個人名義の口座振込件数について請求人は奥出自治会に２件の

重複した振込みがあるとのことから、６２自治会と主張しているが、当該

奥出自治会は、名称は同じであるものの、２つの異なる自治会であるため、

当該件数は合計６３件である。

ところで、当該交付金については、補助金交付規則に基づき、年度当初

に各自治会からの交付申請が行われ、書類等の審査により交付決定が行わ
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れた後、各自治会から指定された方法により支払われ、年度末には事業成

果及び収支決算書が記載された実績報告書の提出が行われている。

また、各自治会には、会計を正確かつ適正に処理するため、会計担当者

を選任するとともに、総会等において収支決算を報告し、決算の承認を得

ることが市から求められている。

２ 結論 

監査の結果、本件監査請求について、次のとおり判断した。 

 本件監査請求の適法性に係る判断 

     本件監査請求は、住民監査請求の対象とする財務会計行為に係る請

求であることから、適法な監査請求であると判断したので、監査の対

象とした。 

 適法な監査請求に係る判断

適法な監査請求に係る請求人の主張は、認めることはできないもの

と判断した。

３ 結論に至った理由

    請求人は、町自治会交付金が、現金交付及び自治会長個人名義の口座振

込にて支払われることにより、自治会会員が当該交付金の額を知ることな

く処理され、一部の自治会役員の個人的費消に使用される危険があること

から、当該支払方法の不当性を主張するものである。

そこで、請求人が主張するこれらの危険性について検討してみる。

市は、各自治会に、会計担当者を選任し、総会において収支決算を報告

するとともに決算の承認を得るよう指導している。

このことから、町自治会交付金を含む自治会予算について、他の自治会

会員が収支決算の確認及び承認を行うことにより、当該交付金の額を知る

ことができるとともに、一部の自治会役員の個人的費消に使用されるのを

防ぐ体制は整っていると考えられる。

さらに、当該交付金については、年度末に市へ実績報告書の提出が行わ

れることとなっており、当該実績報告書においては収支決算が記載され、

当該交付金の充当についても記載が行われている。これにより市は当該交

付金の使途について不正な使用がないかの確認を行っていることが認めら

れる。当該実績報告書については、現金で支給される場合及び自治会長個
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人名義の口座に振り込まれる場合においても同様に提出が行われている。

個人的費消に使用される危険があるという請求人の主張については、実

績報告書の虚偽記載等により可能性としては存在するものの、自治会名義

の口座に振り込むことによっても同様に当該危険は存在するもので、現金

交付及び自治会長個人名義の口座振込に起因するものとは認められない。

また、自治会会員が当該交付金の額が分からないまま処理され、自治会

役員が個人的費消を行っているという客観的根拠も請求人により示されて

いない。

以上のことから、現金交付及び自治会長個人名義の口座振込を原因とし

て、自治会会員に当該交付金の額が分からないまま処理され、一部の自治

会役員の個人的費消が行われるという因果関係は認めることができず、請

求人の主張は容認することはできないと判断した。

第４ 意見 

監査の結果、請求人の主張は認めることはできないものであったが、監

査対象部局の説明によれば、自治会長個人名義の口座振込により当該交付

金を支給している自治会に対しては、今後、自治会名義の口座への振込み

を促進していくということである。

自治会長個人名義の口座に振り込むことに関しては、自治会長に不測の

事態が生じた際に、当該口座に存在する金銭の権利関係に問題が生じる可

能性が否定できないため、公金の安全で適切な管理の観点を踏まえ、津市

自治会交付金事業の一層円滑な運営に努められることを期待するものであ

る。

以上


